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　　おわりに

はじめに

　2004年5月に実現したEUの中東欧拡大は、

過去のEU拡大に比べて、①その規模が15力国

から25力国へと巨大なこと、②また中東欧10力

国とEU15力国との間できわめて大きな経済格

差が存在することの2点において、注目されて

いる。このことは、①今後EUにおいて円滑な

政治的意思決定がはたして可能かという疑問を

投げかけるとともに（tal）、②「ソーシャルダン

ピング」の発生によって、今後も「ヨーロッパ

社会モデル」を維持することができるのか、と

いう問題を提起している。

　ここではとくに、後者の点に注目し、

①まず、「ヨーロッパ社会モデル」自体がEU

　の経済統合プロセスのなかでこの間大きく変

　化しっっあることを示したうえで、

②EUの中東欧拡大を契機に、生産要素（資本・

　労働）移動による「ソーシャルダンピング」

　がどの程度発生するのか？

③また、中東欧諸国が近い将来EMUに移行し

　た際に、EU全域にわたってどの程度の「底

　辺への競争」圧力が働くのか？

④さらには、中東欧諸国への構造基金がそうし

　た「底辺への競争」圧力を緩和するうえでど

　の程度有効なのか？

をそれぞれ問うことで、「ヨーロッパ社会モデ

ル」の将来、ひいては「ヨーロッパ社会の将来」

を占うこととしたい。

1．経済統合プロセスのなかで「ヨーロッパ社

会モデル」はいかに位置づけられてきたか？

　まず、「ヨーロッパ社会モデル」の位置づけ

がEUの経済統合プロセスのなかでどのように

変化してきたのかをみておこう。

　税・社会保障政策に代表される再分配政策の

権限は、EU統合がスタートした時点から現在

に至るまで、基本的には加盟国の国家主権とさ
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れている（tE2）。したがって、加盟国がそれぞれ

いかなる福祉国家を築くかにっいてEUレベル

で強い強制力が働いているわけではない。ただ、

EUは経済統合の各段階において加盟国に対し

て望ましい福祉国家のヴィジョンを示してきた

ことも事実であり、ここではそのヴィジョンを

一応、「ヨーロッパ社会モデル」と名づけてお

く。

　ところで、Balassa（1961）も述べているよう

に、経済統合はく自由貿易圏〉〈関税同盟〉

〈市場統合〉〈通貨統合〉という4っの段階を

踏んで進められていくが、ローマ条約によって

1958年に欧州経済共同体（EEC）が成立した

直後の自由貿易圏の段階で、社会政策の分野で

まず問題になったことは域内で自由な労働移動

をいかに保障するかということであった。した

がって、この目的を実現するためにEUは、

1960年に欧州社会基金を創設するとともに、加

盟国の社会保障制度や労使関係制度のちがいを

前提にしたうえで、内外人均等待遇を保障する

ための方策の検討を開始している。

　しかし、1967年に関税同盟が成立し、経済統

合の成果が少しずっ現れるようになると、経済

成長の成果を労働者階級にも還元することが次

の大きなテーマになった。これを実現しようと

したのが1973年の社会行動計画の策定である。

ここでは具体的に、①〈完全雇用の実現と良質

な雇用の確保〉　②〈労働者の生活・労働条件

の改善〉　③〈労働者の参加拡大〉という3っ

の目標が掲げられ、これらを実現するために、

①労働市場政策と機会均等政策、②社会保障と

職場の安全衛生、非典型労働の保護、③労働者

の経営参加がそれぞれEUレベルで取り組むべ

き共通課題として設定されている。一口に〈E

U共通社会政策〉とよばれるものの守備範囲は

この時点でほぼ決まったといっても過言ではな

い。またその対象は加盟国民一般ではなく、も
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っばら労働者にあり、かれらの権利拡大が目的

であったことも特筆すべきである。

　次に、市場統合の段階を迎えると、いわゆる

ソーシャルダンピング論が巻き起こり、EU共

通社会政策の必要性がさらに強調されるように

なる。関税障壁を撤廃することに加え、①物理

的障壁（ヒト、モノの通過手続き）、②技術的

障壁（製品規格の統一）、③財政的障壁（付加

価値税率の統一）という3っの非関税障壁を撤

廃することで、市場統合が完成するが、このよ

うな形で「国境」が廃止されて3億4000万人

（当時）の単一市場が形成される段階で問題に

なったことは、域内で自由な生産要素移動が起

こるとソーシャルダンピングが起きるのではな

いかという懸念であった。すなわち、社会基準

の高い国から低い国への資本移動、また逆に社

会基準の低い国から高い国への労働力移動が起

こることで、それぞれの国の社会基準が次第に

引き下げられていくことへの懸念である。その

ため、ソーシャルダンピングの発生を防ぐ目的

で、1989年末にイギリスを除く11の加盟国はE

C社会憲章を採択し、域内で守るべき社会政策

の最低基準を新たに47設けることになった。

　だが、このような立法的アプローチによる共

通社会政策はその後それほど長く続かなかった。

というのも、市場統合が完成した1993年以降、

わずか6年足らずで、次のステップである経済

通貨統合が実現したからである。単一市場に複

数の通貨が流通している事態は非効率というこ

とで単一通貨ユーロが導入されたのであるが、

単一通貨を導入するためには、金融政策を欧州

中央銀行（ECB）に一元化することに加え、

これまで加盟国の国家主権とされてきた財政政

策についても一定の制約を加えることが必要に

なった。すなわち、加盟国の単年度の財政赤字

をGDPの3％以内に抑え、また累積債務もG

DPの60％以内に抑えるという財政安定化協定
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がそれに当たるが、これによって加盟国は財政

政策の自由度を失い、いままでのように福祉に

大盤振る舞いすることが難しくなった。

　そこで、この経済通貨統合の段階で打ち出さ

れた戦略は、〈世界でもっとも強い競争力をも

ち、かっダイナミックな知識集約型の経済を築

き、持続的な経済成長とともに、より多くの良

質な雇用を提供し、さらには域内での社会的凝

集性を高める〉というものであった。この戦略

は2000年3月にリスボンで行われたEU首脳会

議で決まったため、通称「リスボン戦略」とよ

ばれているが、〈競争力〉を維持することが経

済政策の責任、〈完全雇用と良質の雇用を拡大

する〉ことが雇用政策の責任、そして〈社会的

凝集性を高める〉ことが社会政策の責任である

とし、これら3っの政策の連携と整合性を強調

している点に特徴がある。

　ところで、重要なのは、このリスボン戦略に

よって、これまで「ヨーロッパ社会モデル」と

よばれてきたものがその性格を大きく変えたこ

とである。たとえば、〈社会的凝集性〉を高め

るための社会政策の具体策として、「社会保障

の現代化」「社会的包摂の促進」「ジェンダー間

の平等の促進」「柔軟性と安全とを兼ね備えた

労使関係」など響きの良い言葉が並んでいるが、

リスボン戦略それ自体はそもそも、当時IT革命

によって良好な経済パフォーマンスを達成して

いたアメリカをモデルにしたものであるといわ

れ、「アメリカのようになりたい」とするヨー

ロッパの夢を具体化したものだといわれている。

したがって、そこに隠された狙いは、現金給付

に傾斜したヨーロッパ大陸諸国の硬直的な社会

政策をアングロサクソン・モデルに近づけるこ

とにあるとされ、またこれと同じことは、「ウ

ェルフェア」から「ワークフェア」への転換を

狙った雇用政策についてもいえる（注3）。
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2．生産要素移動によってソーシャルダンピン

グは起こるか？

　以上のように、「ヨーロッパ社会モデル」が

次第にその性格を変えっっあることを念頭に置

いたうえで、いよいよ本題に入りたい。

　まず、単一市場が中東欧の10力国にも拡大さ

れた結果、域内での生産要素移動によってソー

シャルダンピングがはたして起きるのかという

点をめぐっては、それを深刻に受け止める「悲

観論」と、その影響は小さいとする「楽観論」

とが拮抗している。

　表1に示したように、「悲観論」の根拠は、

過去のEU拡大に比べて今回新規に加盟した中

東欧諸国の経済発展水準がきわめて低い、とい

う点にある。たとえば、1987年に加盟したスペ

インとポルトガルの1人当たりのGDP（PP

P）はEU10ニ100に対してそれぞれ72．5、52．0

であったのに対し、中東欧諸国のその平均値は

EU15＝100に対して46とかなり小さくなって

いる。また、そのなかにはバルト三国やポーラ

ンドのように、1人当たりのGDP（PPP）

が30台と、さらに経済発展水準が低い国が含ま

れており、新規加盟国同士でも大きな格差がみ

とめられることが今回の拡大の特徴といえよう。

さらに近い将来、ルーマニア（25、2007年加盟

予定）、ブルガリア（25、2007年加盟予定）、ト

ルコ（23、2015年加盟予定）が加盟することに

なると、そのような経済格差は一段と広がるこ

とが予想され、このことから中東欧諸国の「ラ

テンアメリカ化」を展望するのが、この悲観論

である（Vaughan－whitehead，2003）。

　一方、「楽観論」の根拠は、今回の10力国の

新規加盟によって、EUの人口が20％増加する

のに対して、名目GDPはわずかに5％増える

にすぎないという事実にある。この5％という

数値はオランダー国のGDPに匹敵するもので
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あり、したがって、そのような小国が新たに加

盟したからといって、さほど大きな影響は出な

いというのがその論拠になっている。また、ス

ペイン、ポルトガルが1987年のEU加盟以降、

1人当たりのGDP（PPP）を急速にEU平均

に近づけていったこともこの楽観論を支える根

拠になっており、中東欧諸国の「スペイン化」

を展望するのがこの楽観論といえる（Boeri＝

Briicker　et　al．2000）。

　学者、とくに経済学者の多くは後者の楽観論

に傾いているが、EU市民を対象にした意識調

査結果を見ると、そのような専門家とは逆に、

悲観論が大勢を占めていることがわかる。

　表2はそれをみたものであるが、まずここで

いえることは、①EU市民の半数ちかくは「今

回の拡大」、さらには近く予想される「さらな

る拡大」を否定的に捉えていることである。ま

た、②「EU建設への不安」として、　EU15カ
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国では「生産コストの安い他の加盟国に雇用機

会が流出すること」をあげるものが圧倒的に多

く、中東欧の新規加盟国では「農業への悪影響」

をあげるものが多い。さらに、③「グローバル

化」一般についても、その「マイナス面」を強

調するEU市民が、　EU15力国・新規加盟国双

方に少なからず存在している。

　っまり、EU統合を積極的に推進していこう

とする政治経済分野でのエリートと、EU市民

一般との間には依然、意識において大きなズレ

があり、この「ズレ」が2004年6月に実施され

た欧州議会選挙をさながら各国の政権与党の信

認を問う選挙に変えたとさえいわれている。

　では、客観的に見て、「悲観論」「楽観論」の

いずれが正鵠を射ているのであろうか？このテ

ーマをめぐっては、加盟国の主要な研究機関が

すでに膨大な数の実証研究を発表しているが、

ここではその代表的なものを紹介しておく。
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ア

　
ア
ド
ア
ア
　
一

tl
ア

ニ

ン

キ
ニ
　
リ
　
ス

ト
ビ
ア
ラ
バ
ベ
コ
ガ
タ
ロ

　

　

　

l
ロ

ロ

H
ン

ル

プ

ス

ト
ト

H

ラ
リ
ポ
ス
ス
チ
ハ
マ
キ

人口規模

（2002年）

140万人

230

350

3860

540

200

1020

1020

　40

　70

（ルーマニア）　2180

（ブルガリア）　780

（トノレ：：］）　　　　　7020

EU　1　5　　　3億7950

CEEIO／EV15　　　20％

経済規模（名目GDP）

（2002年）

70億ユーロ

90

150

2000

250

230

780

690

　40

110

9兆1700億

　5％

1人当たりGDP（PPP）

（2002年）

　　41

　35
　　39

　　39

　　47

　　74

　　60

　　57

74

25

25

23

100

46％
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表2
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資料出所：Europeen　Commission（2004）

Joint　F山ll　Report　of　Eurobarometer　61　and　CC　Eun）barOMetfr　2θOS．1より

　　　（2σ04年2－3月実施陶査、2004年7月公刊）

（1）中東欧拡大と労働力移動

　まず、労働力移動については当初、年間100

万人規模での移民が発生するといわれ（Friis

＝＝　Murphy，1999）、しかもその多くが国境を接

するドイッ、オーストリアに殺到するといわれ

てきた。そのため、これらの国ではこの問題が

とくにセンシティブに取り上げられてきた。後

述するように、中東欧諸国からの移民に対して、

「2＋3＋2」ルールを発動し、最高7年間の

経過措置をとることを真っ先に決めたのも他な

らぬこれらの二国である（注4）。

　だが、このような悲観論とは対照的に、最近

の研究ではより控えめな推計が行われており、

中東欧諸国からの移民の規模は制御可能な範囲

にある、とする研究が増えている。そのうち、

もっとも頻繁に引用される研究はBoeriニ

BrUcker　et　al．（2000）であるが、その推計結

果によれば、①新規加盟直後にEU15全体で年

間33万5，843人の中東欧移民が流入し、その後

10年間でその数は14万6926人にまで半減してい

く、とされている。②また、ストックでみると、

中東欧諸国からの移民は2030年に389万2，345人

でピークを迎える、とされている（表3参照）。

　以上の推計は、過去にドイッに流入した移民

の時系列データ（1968－1998年）をもとに移民

関数を推計し、その結果をEU15力国に外挿し

たものである。なおここでは、①EU15力国と

新規加盟国との間で1人当たりのGDP（PP

P）が年間2％ずっ収敏し、②失業率も1997年

の水準で推移し、③しかも、2002年から域内移

動の完全自由化がスタートすることが前提とさ

れている。したがって、もし1人当たりGDP

の収敏のスピードがより遅くなり、中東欧諸国

の失業率が今以上に悪化することになれば、当

然、ここでの推計以上の移民が発生することに

なる。また逆に、1人当たりGDPの収倣のス
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表3　Boeri＝BrUcker（2000）によるEU15に流入する中東欧移民の予測数（中位推計）
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主な牡立衰数

　①£入匡と≡ミ出Eとの1人当たリGOPの格甚＝賃金唇差のftrPfitt

　　　C題買力早庄換算と白蟹レート換算の2ケース）

　②迂出国の失婁牢

③矢入国の失歎＄

④送出Nの人ロ対比の移民ストック｛一期前）

　⑤尉度甘食数（ゲストワーカー協定の有無、垣内自由移酌の権利の有無）

申位推計：

①PPPR＃の1人当たリGDPがE＃nで取嚴

②ft案芽ttCEEIOとドイツにおいて窮来も1997年水享で推移

　③20e2年から垣内移世の完全自白化がスタート

直位擢針；

　①PPP　k憤の1人当たりGOPが駕年1、で取白

　②矢案皐が将來ドイツで5S、　CEEIDで15Sで推移

低位推t十：

　①PPP換算の1人当たりGOPが毎年ハで取白

　②失案牢が将菜ドイツでIOS、　CEEIOで5Nで控移
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表4　ドイツにおける生産年齢人口の予測

　working　age　　　working　age　popUlation

　　POP皿lation　　　　　　　　輔th　100，000　net

Without　migration　　　　migrantS　per　year

working　age　popUIation　working　age　population

　With・200，000　net　　　　輔t血500，000　net

migrants　per　year　　　　　　migrantS　per　year

1996

2000

2010

2020

2030

2040

41．063．OOO

40，356，000

38，525，000

34，512，000

28，757，000

24，811，000

41，063，000

40，783，000

41，388，000

39，432，000

34，624，000

31，221，000

41，063，000

40，814，000

42，069，000

40，806，000

36，683，000

33，846，000

41，063．000

40，905，000

44，099，000

44，862，000

42，714，000

41，481，000

資料出所：Jan　Kunz（2002）“Labour　Mobility　and　EU　Enlargement：AReview　of　Current　Trends　and　Debates”，　in　ETUI

　　　DIVP　2002．02．01，　Table　2，　p．10より

ピードがより速まり、かっ中東欧諸国の雇用情

勢が大きく改善されれば、ここでの推計以下に

移民数が抑えられる、と予想される（注5）。さら

に、域内での中東欧移民の移動が完全自由化さ

れる時期は先延ばしされることがいまや確実な

ので、移民ストックのピークは2030年以降にず

れ込むことになるであろう。

　ところで、新規加盟当初、EU15力国全体で

年間33万5，843人の移民が流入し、またドイッ

ー国だけに限っても年間21万8，430人の移民が

流入するという数字ははたして制御可能な数字

といえるのであろうか？いまその上限をく生産

年齢人口を将来にわたって維持すること〉と定

義すれば、表4に示したように、それは十分に

制御可能な数字といえる。たとえば、ドイッで

は生産年齢人口を今後40年間一定に維持するう

えで必要な移民数は年間50万人以上と推計され

ている。

　だが今後、すでにヨーロッパ各地に膨大な移

民ストックを擁し、7，020万人の人口大国であ

るトルコが新たに加盟することになれば、ここ

で示したような楽観論はいっぺんに吹っ飛んで

しまうことになるかもしれない（注6）。

（2）中東欧拡大と資本移動

　一方、資本移動にっいても、悲観論と楽観論

とが拮抗している。このテーマを語る際の重要

な論点は、①資本移動の主役は何か？（「海外

直接投資」か、あるいは「ポートフォーリオ投

資」か）②また資本移動を惹き起こす誘因は何

か？（「低賃金」か、あるいは「市場の獲得」

か、あるいは「優秀な労働力の獲得」か）③資

本移動は送り出し国と受け入れ国の賃金・労働

条件にそれぞれどのような影響を与えるか？

（「雇用の空洞化」「賃金引下げ競争」「租税引き

下げ競争」は生じるのか）という点である。ま

た④資本移動が貿易構造をどのように変化させ、

結果的にいかなる国際分業体制を招来させるか

という点も重要なテーマである（リカードの比

較優位原則に基づく「産業間貿易」か、あるい

は「垂直的産業内（企業内）貿易」か、さらに

は「水平的産業内（企業内）貿易」か）。

　これらのテーマをめぐる既存の実証研究は

1990年代後半から現在までの変化に注目してい

るが、これらの研究から明らかにされたことは、

おおよそ次のとおりである。

①まず、EU15力国から中束欧諸国への資本移

　動はもっぱら海外直接投資が主役である。ポ
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　一トフォーリオ投資が少ない理由は、中東欧

　諸国の金融市場が依然として未成熟であるこ

　とにある。なお、中東欧諸国への海外直接投

　資は、EUの加盟が承認された国から順次増

　えていった経緯があり、したがって、ハンガ

　リー、ポーランド、チェコが最初の受け入れ

　先となった。また、これらの国々に真っ先に

　直接投資を行った国は、ドイツ、オランダ、

　オーストリア、フランス、イギリスである。

②またそのような海外直接投資を生み出してい

　る誘因は、人口規模が3，860万人と大きくそ

　の市場が将来有望視されるポーランドを除く

　と、労賃の安い優秀な労働力の獲得にあると

　いわれている。とくに西欧諸国の工場を閉鎖

　して中東欧諸国に進出してきたケースでは、

　安価な労働力を求める傾向が強い。

③そして、それらの海外直接投資は、それらを

　受け入れる中東欧諸国の経常収支の赤字を補

　填し、かっ固定資本投資の少なからぬ部分

　（2000年時点で17％）を占めることで、これ

　らの国々の経済発展に貢献し、雇用の拡大に

　もプラスの効果を与えた、といわれている。

④また、海外直接投資という形で資金が海外に

　流失していく西欧諸国サイドでは、雇用の空

　洞化や賃下げ圧力が働くことが懸念されてい

　るものの一そのような懸念はとくにフランス、

　フィンランドで強いが一、その影響はいまの

　ところ特定の労働集約型産業で働く、特定の

　不熟練労働者に限られている、とされている。

　すなわち、資本移動にかぎっていえば、それ

　は「WIN－WINゲーム」であるという理解が

　ひろく普及しているといえよう。

⑤なお、これらの海外直接投資を通じて、EU

　15力国と中東欧諸国との間で貿易構造にも大

　きな変化が生じている。その変化とは、チェ

　コ、スロベニア、ハンガリー、ポーランドと

　いった国々において海外直接投資の受け入れ

No．25

を契機に、これまでの比較優位原則に基づく

産業間貿易に代えて、垂直的な同一産業内貿

易、あるいは企業内貿易が定着しっっあるこ

とである。すなわち、これらの国々では、

「西欧市場への供給基地」あるいは「大欧州

の工場」という位置づけがより明確になりつ

っある　（Gabrisch＝Segnana，2003）。

　ただし、以上の研究はこれまでの海外直接

投資の推移について述べたものであり、EU

の中東欧拡大を契機に今後どれだけの資本移

動が起こり、その影響がどの程度大きいのか

を予測している研究はいまのところ皆無であ

る。これは、中東欧諸国への海外直接投資が

すでに飽和状態にあり、これ以上拡大する可

能性は少ないとみる見方が一部にあるためで

ある。すなわち、「自動車／部品、家電／電

子などが牽引役となってく生産の東欧シフト

〉の構図はほぼ出来上がり、部品・素材系等

の2次、3次投資の拡大はさらに続くと見込

まれるものの、完成品の生産能力については

過剰感がある」（今井、2004：P．4）といわ

れている。また、中東欧諸国で国営企業の民

営化が一段落したため、海外直接投資の流入

は一息するという見方もある（注7）。

　このような見方からすると、資本移動の影

響は〈90年代ですでに実証済み〉ということ

になり、その影響を過大視する必要はないと

する楽観論が導かれよう。がしかし、90年代

に中東欧諸国に流入した海外直接投資を

「half　full　glass」とみるか、あるいは「half

empty　glass」とみるかによって、今後の評

価は大きく分かれるところである。

3．中東欧諸国のEMU参加は「底辺への競争」

を惹き起こすか？

　生産要素移動が及ぼす影響に加えて、中東欧

諸国がEMUへ参加することでいかなる事態が
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生じるのかという点も、「ヨーロッパ社会モデ

ル」のゆくえを占う上で重要である。

　ところで、今回の中東欧諸国のEU加盟が、

先のポルトガル・スペインのEU加盟と決定的

に異なる点は、これらの中東欧諸国が経済統合

においてもっとも「深化」したEUに参加しな

ければならないことにある。生物学の世界では

く個体発生は系統発生を繰り返す〉といわれて

いるが、中東欧の新規加盟国は限られた時間の

中で、EUの「深化」の歴史を辿り直さなけれ

ばならない（注8）。

　中東欧諸国がEMUに参加することで惹き起

こされる問題として注目されているのは、次の

2っである（Grauwe，2003，　Eichengreen，2002）。

①ひとっは、小国に過度の発言権が与えられる

　ことで、欧州中央銀行（ECB）の政策決定

　が今後円滑に進むかという問題である。とく

　に、中東欧の小国に強い発言力が与えられる

　と、インフレ懸念の大きいこれらの国に合わ

　せ、欧州中央銀行は利子率を高めに設定しな

　ければならず、このことが西欧諸国の経済の

　足を引っ張ると考えられている。

②もうひとっの問題は、中東欧諸国において

　「非対称的な経済ショック」が発生する危険

図1　ユーロ経済圏を基準にした経済ショックの対称性
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　である。

　ここでは後者の問題に注目したい。いま「非

対称的な経済ショック」が発生した場合、「最

適通貨圏」としてのユーロ圏を維持することが

難しくなり、そのようなショックは通常、①財

政移転によって吸収するか、あるいは②労働移

動によって吸収するか、さらには③ショックを

蒙った国の賃金・労働市場で吸収する必要があ

るといわれている。

　後述するように、EUレベルでの財政移転の

規模はきわめて小さく、大きな「非対称的経済

ショック」が発生した際にそれに期待すること

は難しい状況にある。また、国境を越えた労働

移動に対する批判の声も大きいため、それに過

大な期待を持っことも難しい。そうなると、残

された道は、ショックを蒙った国自らが自国の

賃金・労働市場でそれを吸収することであるが、

言うまでもなく「底辺への競争」圧力がもっと

も強く働くのもこの最後のケースである。すな

わち、賃金の引き下げを飲むか、さもなければ、

それを拒んで失業者の数を増やすかを選択しな

ければならない。

　ところで、図1は、中東欧諸国において「非

対称的な経済ショック」がどの程度発生するの
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供給ショックの
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　　　　　　　　　　　　需要ショックの相関係数

資料出所：SUppel（2003）Chart　14，　p．25より
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表5　中東欧の新規加盟国における賃金交渉のレベル

InterSectOraI

　　level

Sectoral
leve1

Company
　level

Cyprus

Czech　Republic

Estonia

Hungary

Latvia

Lithuania

Malta

Poland

Slovakia

Slovenia

口

口

△

△

口

口

O
口

口

口

△

o

口

△

△

△

△

△

△

△

口

口

［コ＝existing　Ievel　of　wage　bargaining

O＝important　but　not　dominant　level　of　wage　bargaining

△＝dominant　leve］of　wage　bargaining

資料出所：European　Foundation　for　the　Improvement　of　Living　and　Working　Conditions（2002）．

　　　　“lndustrial　relations　in　the　EU　Member　States　and　candidate　countries”，　European　industriαl　relαtions　observator　〉’

　　　　　on－line，　table　3　より

かを調べたものであるが（注9）、これをみると、

供給ショック・需要ショックの双方においてユ

ー ロ圏と同じ動きを示している中東欧諸国はハ

ンガリー、ポーランド、スロベニアに限られる

ことがわかる。またチェコとスロバキアは供給

ショックにおいてはユーロ圏と同じ動きをみせ

ているが、需要ショックではそれとまったく反

対の動きを示している。

　一方、供給ショック・需要ショックともにユ

ー ロ圏と対極的な動きを示しているのは、エス

トニア、ラトビア、リトアニアといういわゆる

バルト三国である。すなわち、もしこれらのバ

ルト三国がユーロ圏に参加した場合、「非対称

的な経済ショック」が発生する危険性がもっと

も高いといえる。だが、皮肉なことに、これら

のバルト三国のうち、エストニアとリトアニア

は2004年7月からEMUの前段階にあたるER

M2に参加しており、2006年末もしくは2007年

頭にEMUへ参加する見通しである。また、ラ

トビァも2008年にEMUへの参加を目指してい

るといわれている。

　なお、中東欧諸国において、「非対称的な経

済ショック」が発生した場合、それを賃金の引

き下げで吸収する道が残されているかどうかが

最後に問われなければならない。EMUを導入

した際に、西ヨーロッパ諸国は賃金自粛によっ

てそのショックを乗り切ったといわれているが、

中東欧諸国についていえば、そのような見通し

はきわめて悲観的である。その理由は、表5に

も示したとおり、市場経済への移行後、賃金交

渉のレベルが企業レベルに移っている国が多い

ことにある。また、国を挙げて賃金自粛を行う

ためには中央レベルでの政労使の三者協議機構

が必要となるが、そのような三者協議機構が正

常に機能しているのはいまのところスロベニア

だけだ、といわれている（tM°）。

4．構造基金は「底辺への競争」圧力を緩和す

るうえで有効か？

　さて、EU予算を使って支出される構造基金

が中東欧諸国で発生する「底辺への競争」圧力

を緩和するうえで、どの程度有効かを最後にみ
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ておきたい。

　なお、ここでいう構造基金とは、欧州地域開

発基金（ERDF）、欧州社会基金（ESF）、

漁業者財政支援（FIFG）、さらに欧州農業

指導基金（EAGGF）の一部を使って支出さ

れる、域内での地域間経済格差を是正するため

の基金の総称である。この構造基金には現在E

U予算の1／3が投じられており、またEU予

算の1／2は共通農業政策を実施するための資

金として使われている。

　中東欧の新規加盟国は将来、この構造基金お

よび農業補助金において純く受益国〉になるこ

とが確実視されており、これらの国々もそのこ

とに大きな期待を寄せている（Weise，2001）。

だが、なにぶんEU予算の規模はGDPの1％

足らずときわめて小さく、その効果がどれだけ

現れるかはいまのところ未知数である（t；・Tl）。そ

こで、いま注目されているのは、これらの基金

の一部を使って中東欧諸国の社会基準を引き上

げるという方策である。

　このことは、「ヨーロッパ社会モデル」を中

東欧の新規加盟国に移植することを意味してい

るが、そのような見通しに対してもやはり「楽

観論」と「悲観論」とがある。

　「楽観論」の根拠となっているのは、中東欧

諸国の社会政策に、いま流行の言葉で言えば、

「経路依存性」（path　dependency）がないこと

である。すなわち、社会主義時代の「過去」と

の連続性が途切れているためにかえって新しい

制度を導入しやすいというのが楽観論の根拠と

なっている。

　しかしその一方で、①強い競争圧力が働くグ

ローバル化の最中に新たな社会政策を導入しな

ければならないこと、②近い将来にEMUへ参

加した場合、強い財政制約が働くこと、③中東

欧の新規加盟国の多くは依然、大量失業問題に

直面していること、④そして最後に、市場経済
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への移行期に大きな社会経済的混乱を経験した

ため、少子化が促進され、少子＝高齢化のスピ

ー ドに加速がかかっていること、をそのマイナ

ス面としてあげるものも多い（注12）。

おわりに

　最後に、以上で述べた主要な論点をまとめな

がら、「ヨーロッパ社会の将来」を展望してお

きたい。

　まず、EUの中東欧拡大をめぐっては、「自

由放任主義戦略」と「社会的介入戦略」とが拮

抗している。ここでいう「自由放任主義戦略」

とは、これまで筆者が楽観論とよんできたもの

にあたる。それによれば、域内での自由な労働

移動と資本移動が認められれば、経済的な収敏

が促され、自ずと生産要素移動の誘因も小さく

なるため、ソーシャルダンピングの危険性も弱

まる、という。したがって、この立場からする

と、租税統一や移民制限などの政策的な介入は

かえって経済的な収敏を阻害し、無用な構造基

金や農業補助金をいっまでも必要とすることに

っながる、とされる。しかし、無制限なグロー

バル化にきわめて批判的な態度を示すEU世論

の動向を前提にすれば、この「自由放任主義戦

略」がヨーロッパでそのまま受け容れられると

は考えられない。

　他方、筆者が悲観論とよんできた「社会的介

入戦略」についていえば、それは社会的介入に

よってソーシャルダンピングの発生を未然に防

ぎ、併せて、構造基金や農業補助金を使って迅

速な収敏を図るというものである。しかし、こ

の戦略についても、東西ドイッ統一の際の旧東

ドイッ地域での失敗をあげて、中東欧諸国の社

会基準を性急に引き上げることはインフレを招

き、中東欧諸国のEMU参加をかえって難しく

する、とする見方もある（Sinn＝Ochel，2003）。

　なお、EU統合を積極的に推進してきた政治
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経済分野でのエリートたちはこんにち、前者の

「自由放任主義戦略」に傾斜するきらいがある。

だが、ここへ来て、以上のような楽観論を払拭

する重要な動きが登場していることも見逃せな

いo

　①そのひとっは、中東欧諸国からの移民に対

する制限を強化する動きである。すでに7年の

経過措置を設けることを決定しているドイツ、

オーストリアはもちろんのこと、これまで完全

自由化を約束していた北欧諸国、アイルランド、

イギリスまでもがなんらかの制限措置を発動し、

このような動きに対して、ポーランド、ハンガ

リーは報復措置で対抗しようとしている。

　②また、もうひとっの重要な動きとして、中

東欧拡大に伴う「競争の激化」を理由に、超勤

手当を支払わずに週労働時間を延長する労使協

定が次々と結ばれていることである。この動き

は、ドイッの金属産業での合意を皮切りに、わ

ずか数ヶ月のうちにたちまちオーストリア、フ

ランス、フィンランド、ベルギー、オランダと

波及している。

　③さらに、法人税の引き下げ競争がここへ来

て激化していることにも注目しなければならな

い。この動きはもともと中東欧諸国に端を発す

るものであるが、それがオーストリアに飛び火

し、いまやEUレベルでの法人税の調和化を求

める声を生み出している。

　「ヨーロッパ社会の将来」はどのように展望

できるのであろうか？それは、①「グローバル・

ガヴァナンス」を達成できるか、また②「ヨー

ロッパ社会モデル」を維持できるかどうかにか

かっている、といえよう（Mooij＝Tang，2003）。

ここでいう「グローバル・ガヴァナンス」とは、

グローバル経済をめぐって国際協調をいかに実

現するかという問いと同義であるが、ヨーロッ

パでは当面、その問題をく中東欧拡大を成功さ

せることができるかどうか〉という問いに読み
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かえることができよう。また、「ヨーロッパ社

会モデル」を維持できるかという問いは、＜リ

スクの社会化〉を堅持するか、あるいはくリス

クの民営化〉に道を譲るかという問いに読みか

えることができる。

　いま、そのような2っの軸をク占スさせると、

図2に示したように、「グローバル経済」「強い

ヨーロッパ」「地域共同体」「環大西洋市場経済」

という4っのシナリオが描かれる。そして、先

に述べた「自由放任主義戦略」とは、現在の

「地域共同体」から出発して、〈リスクの民営

化〉を図ることで「グローバル経済」をめざす

ものとみることができよう。この場合、その最

大の成果はく高い経済成長〉を達成できること

にあるが、〈不平等の拡大〉という犠牲を払わ

なければならない。また、「社会的介入戦略」

とは、同じく「地域共同体」から出発して、

〈リスクの社会化〉を堅持することで「強いヨ

ー ロッパ」をめざすものであるが、このケース

では、〈安定〉と引き換えに〈成長〉を犠牲に

しなければならない。いずれにせよ、ヨーロッ

パ社会は、中東欧への拡大を契機に、いま大き

な岐路に立たされているとみることができる。

図2

　　　　　　　グローバル経済をめぐる

　　　　　　　　　国際協調
　　　　　　　（中東欧拡大の成功）

大）

　

　

圏）

　　　　　　　　国家主権の優先

　　　　　　　（中東欧拡大の失敗）

資料出所：Mooij＝Tang（2003）を参考にして作成
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注

①　EUにおける円滑な政治的意思決定を可能に

　すること、すなわち、「民主主義の赤字」を解

　消することがEU憲法制定の主題であることは

　いうまでもない。

②　ただし、付加価値税（VAT）の統一はここ

　での例外である。

③　EUは現在、「開かれた調整方式」（open

　method　of　coordination）という、これまで

　の立法的アプローチよりも緩い形で、アングロ

　サクソン・モデルに近づいた「ヨーロッパ社会

　モデル」を加盟国に普及させていこうとしてい

　る。

④　ここでいう「2＋3＋2」ルールとは、新規

　に加盟した中東欧諸国からの移民に対して、最

　初の2年、次の3年、さらにその次の2年と段

　階を踏んで、規制を緩めていく方式である。

⑤　なお、1人当たりのGDPが収倣していくス

　ピードには、同じ中東欧諸国の間でもかなりバ

　ラッキがあると予測されている。もっとも早く

　EU平均に近づくのは、スロベニアとキプロス

　であり、これらの二国はほぼ10年でEU15力国

　の平均に追いつく、とされている。また、チェ
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　コが20年、ハンガリー、スロバキア、マルタが

　それぞれ30年、さらにポーランドおよびバルト

　三国に至っては50年かかるといわれている。詳

　しくは、European　Central　Bank　（2004）を

　参照。

⑥　トルコのEU加盟をめぐっては、2004年10月

　に加盟審査報告書が提出され、さらに2004年12

　月のEU首脳会議において、2005年10月3日か

　ら加盟交渉を開始することが条件付で認あられ

　た。

⑦　さらに、一旦中東欧諸国に進出した多国籍企

　業（IBM、フィリップス）がさらなる労働コ

　ストの節約や市場を求めて、ウクライナや中国

　に進出する動きもみとめられる。詳しくは、ジ

　ェトロ・ブリュッセル・センター、『EUトピ

　ックス』、No．48、2004年8月4日、を参照。

⑧　新規に加盟した中東欧10力国には、EMU第

　三段階への移行に際してイギリス、デンマーク

　に認められたようなオプト・アウトの権利はな

　い。だが、EMU第三段階への移行にっいての

　マーストリヒト基準をこれらの中東欧諸国がク

　リアすることは、それほど難しいことではない、

　といわれている（Eichengreen，2002）。

付表1　中東欧諸国における収敏基準の充足度（2002）

Fiscal　deficit

（一）（％GDP）
Public　debt

（％GDP）

Inflation

　（％）

IntereSt　rate

　　（％）

Cyprus
一
3，5 59．7 2．8 5．1

Czech．Rep． 一
6，7 26．9 1．4 4．0

Estonia 十1，3 5．8 3．6 7．4

Latvia
一
3．0 14．6 2．0 5β

Lithuania
一
1，7 22．7 0．4 5．2

Hungary 一
9，2 56．3 5．2 7．1

Ma｜ta 一
6，2 66．6 22 5．7

Poland
一
3．8 41．8 1．9 7．3

Slovakia
一
7，2 44．3 3．3 6．9

Slovenia
一
2，4 27．8 7．5 6．7

Average
一
5，1 39．9 2．7 6．4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

Reference　value 一
3，0 60ρ 2．9 6．9

注：斜線部分はマーストリヒト収敬基準を充している部分である。

資料出所：Lavrac（2004），“Fulfillment　of　Maastricht　Convergen㏄Criteria　and　the　Acceding　countries”，　in　Ezoneplus

　　　　Worleing　Paper，　No．21，　Table　1．　p．11より
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⑨　図1において、Suppel（2003）　は、

　Blanchard　＝　Quah（1989）のstructura］VAR

　modelを使って、　E　U加盟国の「非対称的経済

　ショック」を計測している。なお、この推計と

　は別に、〈ドイツの実質経済成長率との相関

　（1994－2002）〉〈ドイッのCPIとの相関

　（1995－2002）〉〈ドイッの短期金利との相関

　（1993－2000）〉〈ドイツ・マルクに対する為替

　レートの動き（1993－2000）〉の4変数を用い

　て、EU加盟国の経済構造を類型化したが、ス

　ロベニアを除く中東欧の新規加盟国は明らかに

　ドィッを中核とするマルク経済圏とは異なる動

　きを示すことがわかった。

付図1　因子得点を使ったクラスター分析

　　　ドイツマルクに対する

　　

　
　　

　　

民
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⑩　詳しくは、European　Foundation　for　the

　Improvement　of　Living　and　Working　Con－

　ditions（2003）を参照。ただし、石川（1995）

　は中東欧諸国におけるネオ・コーポラティズム

　の可能性について、これとは対照的に楽観的な

　見通しを示している。併せて、参照されたい。

⑪構造基金は現在、その2／3が域内の低所得

　地域に重点的に配分されているが、構造基金の

　目的を整理することと併せ、その比率を将来90

　％にまで高める案が検討されている。また共通

　農業政策のもとで域内の農家に直接支払われる

　農業補助金にっいても、それを段階的に廃止す

　る案が検討中である。その場合、EU加盟国へ

ドイツマルク経済圏

◎　←2・°

◎

一 1．5 一 1．0 一
〇．5 0．0 0．5 1．0 1．5

◎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　因子1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ドイツの実質経済成長率との相関（1994－2002）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ドイツのCPIとの相関（1995－2002）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ドイツの短期金利との相関（1993－2000）

注：ここでは上記の4変数を主成分分析にかけ、各国の因子得点を求めた上で、それらをクラスター分析で類型化している。
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　のEU予算のネット・トランスファーに大きな

　変更が生じることになるが、様々なシナリオの

　　もとで試算されたEU予算のネット・トランス

　ファー（Weise，2001）と、　E　Uの中東欧拡大

　への加盟国民の支持率との間には、明らかに正

　の相関が存在する。すなわち、EU予算からよ

　　り多くのネット・トランスファーを受け取るこ

　とができる加盟国ほど、EUの中東欧拡大への

　支持が強いことをそれは示唆している。

⑫　因みに、中東欧の新規加盟国の合計特殊出生

　率（TFR）は、付表2に示したとおり、　E　U15

　力国の平均を下回る国が多い。すなわち、1989

　年以降の市場経済への移行がいかに大きな社会

　経済的な混乱をこれらの国々にもたらしたのか

　を如実に示しているといえよう。詳しくは、G

　VG（2002）を参照。

付表2　中東欧諸国の合計特殊出生率の推移

Total　fertility　rate

19BO 1990 1996 1997 1998 1999 2000 2001

BG 2．05 1．7 1．24 1．09 1．11 1．23 1．25 1．20

CY 2．46 2．4 2．08 2．00 1．92 1．84 1．83 1．79

CZ 2．10 1．8 L18 1．19 1．16 1．13 1．14 1．14

EE 2．02 1．9 1．30 1．24 1．21 1．24 1．39 1．34

HU 1．91 1．8 1．46 1．38 1．33 1．29 1．33 1．32

LV 1．90 1．9 1．16 1．11 1．09 1．15 1．24 1．24

LT 2．00 1．9 1．42 1．39 1．36 1．35 1．33 1．25

MT 1．99 2．0 2．10 1．95 1．82 1．81 1．80 1．51

PL 2．28 2．0 1．58 1．51 1．43 1．37 1．34 1．29

RO 2．45 1．9 L30 L32 1．32 1．30 1．30 1．20

SK 2．32 2．0 1．47 1．43 1．38 1．33 1．30 1．21

Sl 2．11 1．5 1．28 1．25 1．23 1．21 1．25 1．22

TR 4．36 3．4 2．59 2．57 2．55 2．53 2．50 2．50

EU－15 1．82 1．57
　 一 一 一

1．53 1．47

資料出所：GVG（2002）．　Table　6．　p．13より
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